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令和６年９月２７日 

 

県内企業の価格転嫁に関する特別調査を、岐阜県景況調査（20２４年７－９月期実績、20２４年１０

－１２月期見通し）に併せて実施した。 

（公財）岐阜県産業経済振興センター 

 

 

 
《結果概要》  ※企業数は有効回答があった企業数にて表示 
 

県内企業の価格転嫁状況  
＊回答企業のうち３４．９％が概ね転嫁できていると回答 

 
・回答企業５７１社のうち「概ね転嫁できている」との回答は 
 １９７社３４．９％であった。逆に「転嫁できていない」 
 との回答は１５６社２７．６％あった。 

 
 

１． 価格転嫁の状況  
＊概ね転嫁できているとの回答が最も多い 

 
・「概ね転嫁できている」が１／３強の３４．９％で「労務費 
 以外は概ね転嫁できている」と合わせても４６．９％と過半数 
 には届いていない。「転嫁できていない」は２７．６％で「労務費 
 以外は一部だけ転嫁できている」(２３．７％)と合わせると充分に転嫁できていないという 
回答は５１．３％と半数を超えている。 

 

２． 価格転嫁が十分でない要因 (複数回答可)     
＊「取引先・消費者の理解が得られるか不安で、交渉ができない」という回答が最も多い 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・不安により交渉できていないとの回答が最も多く４５．２％となったが、実際に交渉をした 
 ものの先方の理解が得られなかったという回答も３２．４％あった。 

 

３． 価格転嫁するにあたり必要な要素  
＊最も多かった要素の回答は「取引先・消費者の理解促進」であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・取引先や消費者の価格転嫁への理解促進をという回答が４６．５％ともっとも高く、次に 
行政による転嫁推進支援１８．８％が高くなっている。 

価格転嫁に関する特別調査 
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集計結果 

１．価格転嫁の状況 

 

【問１】 すべての企業にお尋ねします 

原材料費・エネルギーコストや人件費等の労務費の増加に伴う必要な価格転嫁は

できていますか。（１つ選択） 

□１．概ね転嫁できている          □２．労務費以外は概ね転嫁できている 

□３．労務費以外は一部だけ転嫁できている  □４．転嫁できていない 
□５．その他（                                ） 

 

＜全体の状況＞ 

・回答のあった企業（５６５社）のうち「概ね転嫁できている」３４．９%（１９７社）、「労務費以外は概
ね転嫁できている」１２．０%（６８社）、「労務費以外は一部だけ転嫁できている」２３．７%（１３４
社）、「転嫁できていない」２７．６%（１５６社）、「その他」１．８％（１０社）となった。 

 

＜業種区分別＞ 
・４業種区分別では、「建設業」が他に比べ概ね転嫁できている回答が多い。転嫁できずという回答は非製
造業で高くなっている。 

＜従業員数規模別＞ 
・従業員規模別では、規模の大きい 100 人以上の企業がそれ以下に比べ「概ね転嫁できている」との回答
が多くなっている。逆に転嫁できずの回答は 50人未満の規模の小さい企業で多くなっている。 

＜圏域別＞ 
・圏域別では、飛騨圏域が「概ね転嫁できている」という回答が半数近くになっている。逆に「転嫁できて
いない」という回答は東濃圏域で高くなっており、飛騨圏域は約１０％と最低になっている。 
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２．価格転嫁が十分でない要因 

【問 2】問１で「１．」以外を回答された企業（転嫁が十分にはできていない企業）のみにお

尋ねします。 

価格転嫁が十分にできない要因は何ですか。（複数回答可） 

□１．交渉の結果、取引先の理解が得られなかった 

□２．取引先・消費者の理解が得られるか不安で、交渉ができない 

□３．交渉方法が分からない 
□４．その他（                              ） 

 

＜全体の状況＞ 

・全回答（376 件）のうち、「取引先・消費者の理解が得られるか不安で、交渉ができない」が４
５．２％（１７０件）。次いで、「交渉したが理解が得られなかった」が３２．４%（1２2 社）とな
った。 

 

＜業種区分別＞ 

・4 業種区分別では、商業・サービス業は、製造業・建設業に比べ「交渉したが理解が得られなかっ
た」という回答は低め。いずれの業種も交渉することへの不安度は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜従業員数規模別＞ 

・従業員規模別では、「取引先・消費者の理解が得られるか不安で、交渉ができない」が、99 人以下
の規模で高めになっている。「交渉したが理解を得られなかった」はどの規模でも同レベル。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜圏域別＞ 

・圏域別では、「交渉したが理解を得られなかった」が、中濃圏域で低く他は同レベル。中濃圏域では
「取引先・消費者の理解が得られるか不安で、交渉ができない」という回答が高くなっている。 
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３．価格転嫁するにあたり必要な要素 

【問 3】すべての企業にお尋ねします。 

今後、価格転嫁を進めるにあたり、必要な要素は何ですか。 

該当する番号の □ に✔チェックして下さい。（複数回答可） 

□１．取引先・消費者の理解促進       □２．取引先との交渉、ノウハウの習得 

□３．商品・サービスのさらなるブラッシュアップ □４．行政による転嫁の推進支援 
□５．その他（                                ） 

 

＜全体の状況＞ 

・回答のあった企業（５５８社）のうち、「取引先・消費者の理解促進」が必要という回答は 4
６.5%（401 件）と最も高い比率を示した。（他は２０％以下） 

・次いで、「行政による転嫁の推進支援」が１８．８％と行政による支援を求める声が高くなってい
る。 

 

＜業種区分別＞ 

・4 業種区分別では、「取引先・消費者の理解促進」が、どの業種でも最も高くなっており、建設業
では交渉のノウハウ、商業・サービス業では商品等のブラッシュアップが必要という回答が高め。 

＜従業員数規模別＞ 

・従業員区分別では、どの規模でも同じ回答傾向となり、やはり理解促進が必要という回答が高くな
っている。 

＜圏域別＞ 

・圏域別では、「取引先・消費者の理解促進」が、飛騨圏域では５０％を超えている。他圏域も４
５％前後という結果となった。 
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４．回答企業様からの主なコメント（抜粋） 
【問４】価格転嫁に関するご意見・行政への要望等をお願いします。（フリーコメント） 
 

・可処分所得が大きく伸びない中、食品等消費財は原料、人件費高騰分を転嫁すると、必ず消費者の買い控

えが起き、販売量が大きく落ち込む。その結果生産量は減り、稼働率が下がる傾向となります。 

（岐阜：食料品製造業） 

・ガス、釉薬、土代、型代は何回も値上げしてきます。我が社も値上げをしました。その後、又、仕入れ値

が上がり、どうしたものか。聞いてもらえない商社もあり困っております。 

（東濃：陶磁器製造業） 

・値上げをした後の消費を促進する政策が必要と考えます。 

（中濃：装置製造業） 

・取引先も厳しい中で、価格交渉をすると転注される恐れもあるため、なかなか踏み切れない部分がある。 

（中濃：産業機械製造業） 

・価格転嫁時の見積りの計算方法が知りたい。適正原価の算出方法が知りたい。見積りの計算フォーマット

があると助かる。 

（岐阜：自動車部品製造業） 

・中小零細企業同業は 他社の動きを注目しており 一番最初には動けない 

（中濃：土木資材卸売業） 

・国内企業の商品はまだしも、海外製品は円安を理由に法外な上代ＵＰを要求してくるため、仕入れを抑

え、国内製品のウエイトを上げている。 

（東濃：婦人服小売業） 

・現状はかなり厳しく、理解や交渉でできる範囲内を超えているので、行政からの推進できる何かしらの支

援が必要。エネルギー価格の高騰があまりにも影響があるため、新しい事業や価格を転嫁させる重しにな

っている。 

（東濃：飲食店） 

・消費者は頭では理解している模様だか、実際に自分に係わってくるとなかなか十分な理解げ得がたく多少

苦戦する事が多々あります。 

（岐阜：ゴルフ場） 
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８．調査要領  

  

（１） 回答企業について 
 
＜調査要領＞  
1．調査方法 岐阜県内企業に対して、郵送、メールによるアンケート 
2．調査時点 令和６年９月 1 日 
3．有効回答数  ５７１社（岐阜県内企業 1,000 社へ送付、有効回答率５７．１%） 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 
 

7 

 

資料 DATA 一覧 

 

【問１】すべての企業にお尋ねします。 

原材料費・エネルギーコストや人件費等の労務費の増加に伴う必要な価格転嫁はできて

いますか。該当する番号の □  に✔チェックして下さい。（１つ選択） 

□１．概ね転嫁できている          □２．労務費以外は概ね転嫁できている 

□３．労務費以外は一部だけ転嫁できている  □４．転嫁できていない 
□５．その他（                                 ） 
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【問２】 問１で「１．」以外を回答された企業（転嫁が十分にできていない企業）のみにお

尋ねします。 

価格転嫁が十分にできない要因は何ですか。 

該当する番号の □  に✔チェックして下さい。（複数回答可） 

□１．交渉の結果、取引先の理解が得られなかった 

□２．取引先・消費者の理解が得られるか不安で、交渉ができない 

□３．交渉方法が分からない 
□４．その他（                                ） 
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【問３】 すべての企業にお尋ねします。 

今後、価格転嫁を進めるにあたり、必要な要素は何ですか。 

該当する番号の □ に✔チェックして下さい。（複数回答可） 

□１．取引先・消費者の理解促進         □２．取引先との交渉、ノウハウの習得 

□３．商品・サービスのさらなるブラッシュアップ □４．行政による転嫁の推進支援 
□５．その他（                                  ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


